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意見第１号 

 

   核兵器禁止条約の第１回締約国会議にオブザーバー参加することを求める 

意見書 

 

 標記の議案を次のとおり久喜市議会会議規則第１４条の規定により提出します。 

 

  ２０２２年２月１６日 

 

                       提出者 久喜市議会議員 

川 辺 美 信 

賛成者 久喜市議会議員 

     猪 股 和 雄 

     田 村 栄 子 

     杉 野  修 

 

 

久喜市議会議長 春 山 千 明  様 

 

 

核兵器禁止条約の第１回締約国会議にオブザーバー参加することを求める 

意見書 

 

被爆者をはじめとした、核兵器廃絶に向けた声が世界中で広がっています。２０２０

年１０月２４日、核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）に批准した国・地域が５０を超え、２０

２１年１月２２日に条約が発効しました。これにより「核兵器の開発、実験、製造、保

有、威嚇、使用」などあらゆる活動の禁止が目指され、非人道的兵器・絶対悪と定める

国際規範が成立しました。世界は核兵器廃絶という希望へ大きく前進しつつあります。 

発効によって世界の動きに変化がもたらされています。ドイツの新しい政権は、２０

２２年３月にウィーンで開催される、核兵器禁止条約の第１回締約国会議にオブザーバ

ー参加する方針を先進７カ国（Ｇ７）で初めて表明しました。核軍縮の進展に向け「主

導的な役割を果たし」「核兵器なき世界、核兵器なきドイツが実現すること」と明記し

ています。 

米欧の軍事同盟・北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の加盟国では、ノルウェーに次いで

２カ国目、米国の核兵器が配備されているドイツの政策転換は、核廃絶への新たな動き

をつくる突破口として世界に大きな希望を与えています。 

こうした世界情勢のなかで、日本に与えられた役割はますます大きくなっています。

「核兵器を持たず・作らず・持ち込ませず」の非核３原則を国是とする「唯一の戦争被
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爆国」である日本は、核兵器保有国と非保有国の間に立って、核兵器廃絶への対話をつ

くりだすべき立場にあります。 

平和首長会議国内加盟都市会議の正副会長である広島、長崎両市長は日本政府に対し

オブザーバー参加を要請していますし、岸田首相は１０月の所信表明で「被爆地出身の

総理大臣として私が目指すのは『核兵器のない世界』です」と、核軍縮を「ライフワー

ク」とすることを表明されました。 

被爆者は、日本が核兵器禁止条約に加われば世界にさらに大きな影響を与え、核保有

国をも動かす力になると訴えています。被爆者の声に耳を傾け、核なき世界を現実のも

のとするために、世界が期待する被爆国としての日本の役割を果たすためにも、日本政

府は署名・批准への準備として、核兵器禁止条約の第１回締約国会議にオブザーバー参

加することを強く求めます。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

久 喜 市 議 会  

 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣   あて 

外 務 大 臣 

内 閣 官 房 長 官 
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意見第２号 

 

   国会議員の文書通信交通滞在費の抜本的な制度改正を求める意見書 

 

 標記の議案を次のとおり久喜市議会会議規則第１４条の規定により提出します。 

 

  ２０２２年２月１６日 

 

                       提出者 久喜市議会議員 

猪 股 和 雄 

賛成者 久喜市議会議員 

石 田 利 春 

田 村 栄 子 

川 辺 美 信 

 

 

久喜市議会議長 春 山 千 明  様 

 

 

国会議員の文書通信交通滞在費の抜本的な制度改正を求める意見書 

 

国会議員一人当たり月額１００万円が支給される文書通信交通滞在費（以下「文通

費」という。）の在り方が、大きな政治的問題となっている。 

文通費は、国会法第３８条の規定に基づき、国会議員の歳費、旅費及び手当等に関

する法律第９条第１項において、「各議院の議長、副議長及び議員は、公の書類を発送

し及び公の性質を有する通信をなす等のため、文書通信交通滞在費として月額１００万

円を受ける」と規定されている。 

現在、文通費の使途については公開の義務はないが、一部公表されているところに

よると、政党支部などの政治団体や議員後援会への寄付、研究会への寄付、人件費、携

帯電話代、ＮＨＫ受信料、議員連盟会費などに支出されていることが明らかになってい

る。これらのすべてが「公の書類を発送し及び公の性質を有する通信をなす等のため」

という文通費の目的と法の趣旨に合致しているのか、はなはだ疑問である。特に政治団

体やみずからの後援会などへの寄付については目的外の違法支出だとする指摘もある。

また月１日の在職でも一律に１００万円が支給されていることや、１９９３年に追加さ

れた「滞在費」が、東京在住者にも一律に支給されることについても批判がある。 

地方議会において文通費と同様の性格を持つ政務活動費は、多くの議会で厳格な使

途基準を定めた上で、実費支給、領収書の添付と使途の公開、余剰金の返納の規定など
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高い透明性を確保して、住民の信頼を得ている。国会議員の文通費についても、これと

同様の運用が求められる。 

よって、国会は国民の信頼に応えるべく、下記の事項をとりいれた抜本的な制度改

正に早急に取り組むことを強く求める。 

 

記 

 

１ 年度ごとに使途報告書の提出と領収書等の添付を義務付け、報告書を公開すること。 

２ 文通費の目的に合致した使途基準を明確化すること。 

３ 目的外支出の禁止と、実費精算によって年度末に剰余金が発生した場合の国庫返納

規定を整備すること。 

４ 在職日数に応じて、日割り支給とすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

久 喜 市 議 会  

 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長   あて  
 


